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非対称費用情報 下 における最適 タは 佳一内装政策 

笹 井 均 ・松 井 美 樹 

を 参照せよⅠ   
1 . 序 

Chandler(1977) をはじめとする 経営戦略の 

外 、 注一内装政策 (make-or-buy decision) と 研究者は，川上への 後方統合および 川下に向か 

は ， あ る所またはサービスの 生産に必要なイン ぅ 前方統合を包含した 垂直統合を企業成長のた 

プット ( 原材料，部品 口 ，サービスなと     ) を自ら めの有力な推進力の 一 っとみなしてきた．外注 

生産するか， それとも他の 独立した企業から 購 一内装政策は ，その主体であ る川下企業の 観点 

入 するかに関する 決定を意味する．事業活動に からは後方統合に 関わる決定であ るが，その裏 

Ⅱ 半 ってと 亡二 、 要となるソフトウェアを 内作 するか ソ 返しとして， ( 潜在的 ) 外注 先 となる川上企業 

フトウェア・ハウスに 発注するか， また，新製 の 前方統合の程度を 左右するものでもあ る． し 

R 。 の導入に際して ， 自主技術開発を 行 うか 地金 たがって， Anderson=  Weitz(1986)  や Harrj- 

業ア 開発された技術をライセンス 使用するか， gan  (1985c)  などのように ，外注一内装政策と 

などサービスに 関する外注 vs. 内装の問題もし 垂直統合をほぼ 同義語として 扱 う 場合もしばし 

ばしば見受けられる ( 例えば， ソフトウェアに ば 見受けられる．垂直統合あ るいは内装 化 を達 

関しては Menkus  (1976),  技術に関しては 成する具体的手段としては ，企業買収や 企業合 

Ⅱ nk 二 Tassay 二 Zmud(1983) を参照せよ ), 併といった財務的所有権 の移転ないし 統合によ 

取引の場という 観点からみれば ，市場， 準市 るものもあ るが，少なくとも 戦後のわが国の 高 

場あ るいは内部組織のいずれを 利用して対象と 度経済成長の 時代においてはこれらは 例外的で 

なる 財 またはサービスの 売買を組織化するかの た あ むしろ， Penrose(1959) が指摘した 

選択であ り， また，取引を 支配する種々の ん一 企業成長の古典的形態，企業内部の 遊休資源の 

ル ( 参加，競争，調整， コミュニケ - ションな 活用による垂直統合が 圧倒白 9 多数であ った． 垂 

ど ) の 決定に関わるものと 言えよう．いずれに 直 統合や内装化の 効果を特定の 側面から眺める 

せよ，外注一内装政策は 自らの事業領域を 決定 とき， その達成手段が い かなるものであ るかが 

づけるという 意味で，製造企業，サービス 企業 重要な意味を 持っことも考えられる   

いずれにとっても 戦略的に極めて 重要な意思 決 企業行動の基本的特徴として 成長志向が観察 

定 であ り， これによって 各企業の垂直統合 ( 後 されると， 当然， その理由がしばしば 問いかけ 

方 統合 ) の程度が規定され ，オペレーション 戦 られる． ここでの文脈においては ，次のような 

略 ，競争優位確立のためのアプローチに 関する 間 に変換されよ う ．すなわち，外部企業から 調 

枠組みが設定される ( 外注一内装政策の 戦略的 達するのではなく ， 自ら 内 製する理由はどこに 

意味合いについては ， Jauch  二 Wilson  (1979), 求められるのか．垂直統合の 動機は何か． さら 

Porter@(1980 ， 1985) ， Harrigan@(1984 ， 1985a)@@@@ に 進んで，企業の 外注一内装政策および 垂直 統 
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合の程度に強い 影響力を持つ 要因にはどのよう 

なものがあ るのか． これらの疑問に 関しては， 

すでに相当量の 研究蓄積があ る． 

例えば， Anderson=Weitz(1986) は，外部化 

による規模の 経済， 性 と統合に よ る統制・調整の 

能力向上とのトレード・オフ ( 費用削減と環境 

の統制の間のトレード・オフ ) として外注一内 

製 政策を捉え，垂直統合は 以下のような 問題に 

対処可能であ るとして， その分析枠組みを 提示 

している・すなわち ，①企業に固有の 資源と規 

模の経済性から ，市場競争が 欠如している ，② 

環境に不確定要素があ る，③業績が 把握できな 

い，④ただ乗りの 可能性があ る， といった問題 

辞であ る． 特に後方統合を 取り上げている 

MacMillan 二 Hambrick 二 Pennings(1986) は， 

その動機として ，①費用削減，②市場支配 力 ， 

③不確定性削減を 挙げている・ Romme(1990) 

は垂直統合を 説明する要因として ，①取引費用， 

②市場支配 力 ，③リスク，④技術革新，⑤企業 
家個人の動機が 考えられるとしている・ また， 

Mahoney(1992) は経済学と経営戦略論の 諸文 

献をレビュー し 垂直統合の動機は ，①取引費 

用の削減，② ( 参入障壁を高めることなどに ょ 

る ) 戦略的優位性の 確立，③価格への 影響力， 

④費用や価格に 関する不確定性への 対処の 4 つ 

ぼ分類されるとしている・ 一方，産業組織論の 

立場から垂直統合に 関する諸研究を 整理した 

P 。 ，， y(1989) は，垂直統合の 決定要因として ， 

①技術上の経済性，②取引上の 経済性，③市場 
の不完全性の 3 つ る 挙げている． 

本稿では，以上の 文献がすべて 言及している 

市場における 情報上の不完全性に 焦点を当て， 

外注一内装政策のモデル 分析を試みる・ 当然， 

市場の不完全性は 取引費用の大小と 密接な関わ 

り合 い があ り，広義には 取引上の経済性の 一部 

とも考えることができる   しかしながら ，垂直 

統合の動機として 取引費用の概俳が 持ち出され 

る場合には， Williamson (1975. 1985) に代表 

されるよ う に ， 他には転用できないあ る取引に 

固有の資産の 存在を前提とした 双方独占的状況 

が 想定されるのが 通常であ る．我々のモデルに 

おいても， この種の資産の 存在が暗黙 裡に 仮定 

されており，外注 先は 1 社に限定される・ 

次節以降で展開するモデルとの 村上 ヒの 意味も 

兼ねて，市場における 情報の不完全性を 考慮し 

た 垂直統合の分析モデルを 簡単にレビューして 

おきたい・我々の 知る限り，情報の 不完全，性を 

明示的に取り 入れた垂直統合モデルを 最初に提 

示したのは Arrow(1975) であ り，私的情報の 

取得という目的から 垂直統合の意義が 評価され 

た・ このモデルでは ， あ る中間財市場における 

取引が取り上げられる． まず， この中間財市場 

は競争的で，割当や 市場価格以覚での 取引は行 

われない (Green(1986) は， 中間財市場の 価 

格 が一定で，需要の 確率的変動によって 川上ま 

たは川下企業に 対する数量割当が 行われる場合 

を分析している ). しかし川上企業が 生産す 

る中間財の産出量は 自然の状態に 依存するため ， 

中間財価格には 不確定性がつきまとう・ さらに， 

川下企業は中間財価格を 知る双に投資の 決定を 

行わなければならないと 仮定される・ このとき， 

川下企業が川上企業を 買収するといった 手段に 

よって後方統合すれば ，川上部門 ( 統合前の川 

上 企業 ) の産出量を観察でき ， これから市場全 

体の産出量そより 的確に把握できるようになる 

ことが示される ， ただし このモデルの 想定で 

は，川上企業に 私的情報を秘匿するインセンテ 

イ ブは全く生じない． むしろ川下企業に 中間財 

の供給量の情報を 開示し川下企業が 適切な投 

資決定を行える よう 支援することにより 自らも 

利益を享受できるはずであ る・すなわち ，後方 

統合が必ずしも 必要ではないことになる． 

この問題を避けるために ，エージェンシー・ 

モデルを用いて ，製造企業 ( 本人 ) と小売企業 

( 代理人 ) との代理関係の 枠組みの中で 私的情 

報の取得を分析したのが ， C,ocker(1983) で 

あ る・ このモデルにおいては ，小売企業が 最終 

需要価格が高 いか低 いかに関して 私的情報を持 

つ・製造企業は 期待利潤の最大化を 目的として， 

最終需要価格に 関する小売企業の 報告に依存し 
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た 卸売価格と数量に 関するコンティンジェント 

契約を選択し 事前に小売企業に 提示する・小 

売企業は私的情報を 戦略的に利用することによ 

って 準 レントを得ることができるため ，それを 

進んで開示するインセンティブを 全く持たない・ 

このとき，小売企業に 真の報告を促す 契約は， 

最終需要価格が 高いときには 小売企業への 車 レ 

ントを発生させ ，最終需要価格が 低いときには 

供給量を事後的最適 値 に上 ヒ べて過少にしてしま 

ぅ ． ここで，製造企業が 小売企業を買収すると 

いった手段で 前方統合すれば ，共同利潤を 直接 

観察でき，報告された 最終需要価格に 対する最 

適数量が共同利潤と 矛盾しないときにのみ 小売 

部門 ( 統合前の小売企業 ) に報酬を支払う よう 

にすれば，真の 最終需要価格を 正確に知ること 

ができ，エージェンシー 契約による取引に 伴う 

非効率性も除去されることが 示される． また， 

このような垂直統合によって ，川下部門の 費用 

削減努力が低下するといった 新たな問題が 生ず 

ることもないと 考えられる・ ただし， mordan 

(1984) が示しているように ，上記の非効率性 

は，エージェンシー 契約条項の中の 報酬支払い 

方法を工夫することによっても 取り除くことが 

できる． 

しかしながら ， より複雑な状況 設 ，定の下では ， 

垂直統合によってエージェンシー 問題あ るいは 

エージェンシー 契約に付随する 非効・ 率性 が解消 

されるとは必ずしも 言えなくなる． Ro,dan= 

S"ppington(1987) は，開発・製造・ 小売の 3 

つの垂直的段階を 考慮に入れたエージェン 

" ノー " モデルを検討している． まず， あ る最終 

製品の品質は 開発段階で決定され ， 開発企業 

( 代理人 ) が品質費用に 関する私的情報を 握っ 

ており，垂直統合されない 限り，その秋日 り 情報 

を開示するインセンティブを 持たな。 とする． 

小売段階に位置する 小売企業 ( 木刀は所与の 

需要価格でその 最終製品を販売する． これらの 

中間に位置する 製造段階については ， 開発企業 

も小売企業も 最終製品を製造することができ ， 

その製造能力は 同等であ ると仮定される．最終 

製品の製造者は 生産費用に関する 私的情報を観 

測できる．小売企業が 製造段階に後方統合する 

ことによって 得る生産費用に 関する私的情報が 

価値をもつのは ，それが開発企業の 手にあ る品 

質費用に関する 私的情報と何らかの 相関関係を 

もつからであ る． いま，品質費用と 生産費用の 

間に正の相関があ るとしょう． このとき， 開発 

企業が製造するとすれば ，品質費用を 実際より 

も高めに申告することによって 開発企業の利潤 

は 増加し小売企業の 利潤は低下する・ したが 

って，小売企業は 製造段階に後方統合しょうと 

するであ ろう．逆に，品質費用と 生産費用の間 

に負の相関があ るとしょう． 開発企業が製造す 

るとき， R 。 質 費用を実際よりも 高めに申告しよ 

うとするインセンティブは 弱められる． この場 

合，開発企業に 製造を任せておくのが 小売企業 

にとって最善となるかもしれない． いずれにし 

ても，小売企業による 製造段階への 垂直統合に 

よっては，開発企業とのエージェンシー 契約に 

よる取引に伴う 非効率性を完全に 取り除くこと 

はできない． 

さらに， Rvans 二 Grossman(1983) は，巨大 

垂直統合企業における 振替価格を通じた 事業部 

制 組織による管理は ， ここでの私的情報の 問題 

あ るいはエージェンシー 問題への解決策とはな 

らないと主張しており ，垂直統合の   情報顕示能 

力に対して否定的立場をとっている． これは 買 

収 による垂直統合が 抱える潜在的問題を 暗示す 

るものでもあ る， 

垂直統合は特定の 私曲 り 情報の取得だけではな 

く，通常， 財や サービスの生産や 販売に対する 

直接白 9 コントロールの 増加を意味する ， したが 

って ， 新たに統合したオペレーションに 関わる 

様々な必要情報が 不断に流れるようになる． こ 

の点を捉えて ， Wlliamson(1975) や川 chian 

二 Demsetz(1972) は，垂直統合は 情報を効率 

自 りかつ迅速に 獲得する新たなモニタリンバ・メ 

カニズムを提供するとしている． 例えば 

And 。 rson 二 Sch 而 ttlein(1984) は，電機企業が 

しばしば販売代理店を 使わずに直販するのは ， 
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セールスマンの 業績評価が困難であ ることに帰 

田することを 指摘している・ 一般に，垂直統合 

によって ( 以前は独立した 2 つの企業であ っ 

た ) 2 つの部門が継続的取引関係を 結ぶように 

なり，新たな 情報の発見や 交換が促進される． 

このことから ， Malmgren(1961) は，契約に 

よる取引や市場での 取引と比べ，垂直統合によ 

る内部取引の 方が必要情報が 少なくて済むと 述 

べている・ 

このように，外注一内装政策や 垂直統合に関 

する既存モデルは ，従来の企業成長の 実態を反 

映して，覚注から 内 製への転換，企業買収や 社 

内遊休資源の 活用に よ る前後両方向への 垂直統 

合を正当化することに 主眼が置かれてきた． と 

ころが， 80 年代後半から 現実の企業行動に 大き 

な変化が生じている． これまでの基本的潮流に 

逆行する新たなトレンドとして ，垂直統合では 

なくむしろ垂直分離， 内 製から外注への 転換が 

目立つようになってきた・ Stucky 二 White 

(1993) はこのようなトレンドの 背景として次 

の 3 つの 力 が働いていると 指摘している ， すな 

わち，①過去における 無意味な垂直統合が 見直 

されつつあ る，②企業支配のための 企業売買市 

場が リストラへの 圧力を増大させている ( 既に 

W,ight(1986) において，取引の 外部化を実現 

する企業売買市場に 注意が向けられ ，子会社や 

一部門の売却事例の 分析が試みられている ), 

③世界的規模での 構造変化によって ，貿易の利 

益 が増大する一方， そのリスクは 減少している   

この構造変化の 内容としては ，多くの産業にお 

ける規制緩和，韓国，台湾，香港， メキシコな 

どの NIES 諸国の台頭，消費財市場のバローバ 

ル代， 他 品種少量生産へのニーズの 高まり，系 

列関係に代表される 準 統合の効果的導入などが 

挙げられよ う ． 自動車産業やエレクトロニクス 

産業をはじめ ，多数の産業分野において 国境を 

終えたアウトソーシンバが 急速に広まり つ つ あ 

る ( 世界的規模での 外注一内装政策に 関しては， 

例えば Hibbert(1993) などを参照せよ ). 

この ょう な企業行動の 変化を踏まえ ，以下で 

は内 製から外注への 転換という観点から 外注一 

内装政策を分析するエージェンシー・モデルを 

構築する．ただし ， ここでの外注契約は 外部の 

スポット市場を 通じた契約というよりも ，あ る 

程度継続的取引を 前提とした双方独占的契約の 

色彩が強い・すなわち ， 内 製から 準 内装へとい 

う無理の少ない 転換が想定されていると 言えよ 

う． とはいえ，一部の 工程を内製から 外注に切 

り替えるとすれば ，その工程に 関する種々の 情 

報 ， とりわけ製造費用に 関する情報が 外注 先 

( 代理人 ) の私的情報になってしまうという 問 

題が生ずるであ ろう． この非対称情報 下 におい 

て期待費用を 最小にする外注 克 との契約はどの 

ようなものであ ろうか．契約内容は ，外注率 あ 

るぃ は 内製率 ，外注先の費用削減投資の 水準， 

外注先へのマージンの 3 項目から構成され ，基 

本的には前述の C,ocker(1983) モデルと同様， 

外注先に私的情報に 関する報告をさせ ，その 親 

告を条件としたコンティンジェント 契約を事前 

に結ぶとしょう・ この ょう な状況においては ， 

最適契約が複数存在することもあ るが，その中 

には真の報告を 動機づける契約が 必ず含まれる 

ことが顕示原理 (,evelationprinciple) として 

広く知られている ( 詳しくは， Myerson (1979, 

1982) を参照せよ ). したがって，分析対象と 

する契約のクラスを 真の報告を促すものだけに 

限っても，少なくともひとつの 最適契約は見出 

せることになる・ また，外注先の 製造費用に関 

する情報が共通知識となる 場合の最適契約につ 

いても，非対称情報の 場合に対するべンチマー 

クとして併せて 分析しておく ， 

なお， 本 モデルは笹井・ 鳥居 (1993) の下請 

契約モデルを 基礎とし覚注先の 費用削減投資 

の水準とそれに 対応した外注先へのマージンを 

契約条項に組み 込んだものとなっている． また， 

外注先に真実の 報告を動機づけるエージェン 

、 ン一 契約の特徴づけに 関しては， Arya 二 Fel- 

Iingham  二 Young(1993)  を参考にしている・ 
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2. モデル 

部品加工から 最終組立までの 多数 (n 個 ) の 

工程に従事している 垂直統合度の 高いあ る製造 

企業 A を考える．企業 A は最終製品における 価 

格 競争力強化の 一貫として，一部の 工程を別の 

企業 S に外注することを 検討している．簡単の 

ため，外注 克 として企業 S 以外の可能性はない 

とする．企業 A にとって最も 望ましい外注 先 が 

企業 S であ ると考えても 良い． また，製造技術 

の点では規模の 経済性が大きいと 想定し特定 

の工程を両企業で 分担する可能性も 無視する． 

このとき， どの工程を外注に 回すべきか，言い 

換えれば， 内 製し続ける工程の 割合をどのくら 

いにするかが ，企業 A にとっての主たる 問題と 

なろう・ しかし この問題を考察するためには ， 

外注先の製造費用に 関する正確な 情報が鍵とな 

り， これをどう入手するか ， さらには費用削減 

に努力するインセンティブを 外注先にいかに 与 

えるかも併せて 考慮しなければならない．以下 

では， これらを分析するための 簡単なエージェ   モデルを構築することに @,2       
企業 A の内装率は，現在の 工程別製造費用を 

基礎に算定される． ただし各工程における 現 

在の製造費用 C,; (i 二 1,2,. …‥ 出 ) は，その総 

合計がニュメレールとして 1 となるよう測定さ 

また，すべての 工程 i に対して， O く C; く 1 を仮 

定する・ このとき，企業 A の内装率は， 内 製す 

る工程の現在の 製造費用の合計によって 表され 

る・例えば，図 1 の外注 案 2 のように工程 1 か 

ら工程 3 までを企業 S に外注するとすれば ， 企 

業 A の内装 率 Q は 

 
 
1
 

 
 

Q
 ，
 

"
 芝
コ
 

 
 

Q
 

と 表される・ また，現状維持すなわち " 個の 

工程すべてを 内 製し続ける場合には ， 内製 率は 

当然 1 のままであ る．他方の極端なケースとし 

ては， れ 個の工程すべてを 企業 S に外注し 最 

終 製品を購入するという OEM 契約も考えられ 

なくはない． いずれにしても ， 内製 率の範囲と 

しては， 0%Q 垂 1 に限定される・ 企業 A にとっ 

ての外注率 P( 二 1 一 Q) も， 同様に， 0 三上 巨 1 
に限定される ， 

以下のモデルでは ，内装率の決定に 焦点を置 

き，具体的にどの 工程を外注するかという 問題 

にはあ まり深入りしない．各工程の 戦略的重要 

性や外注による 費用増減見通しに 従って，外注 

していく工程の 順序はすでに 決まっていて ， 内 

製率 が決定されれば ， それに応じてどこまでの 

工程を外注すべきかが 一意的に定まると 仮定し 

ておく． 

れているとする・すなわち ， 囲 Ci 二 1 とする     企業 A から企業 S への外注率がⅠであ るとき， 

図 1  工程別製造 仮用 と外注政策案 

工程   
現在の - 一 - 甘 - 十 

製造費用 Ci Cz C3 c<   C, Ⅰ 上 

外注 案ェ S A A A   A 

外注 案 2 S S S A   A 

外注 案 3 S S S る   S 

現状維持 A A A A   A 
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企業 S における製造費用 B は企業 A が 内 製する 

ときの製造費用 P そのものではなく ， P とと 

もに逓増的に 増加するのが 一般的と考えられる・ 

すなわち， B と P との関係を 

B=B{P) (2) 

とおくとき， 

BW( 月ニ 0 ，かっ B  "( 月ノ 0 (3) 

が 成立する．外注率 P が十分小さいときには ， 

さらなる外注に よ る費用削減が 見込まれる一方， 

追加的投資も 限られたものに 留まるため，製造 

費用を P 以下に押さえることができよう・ し 

かし外注率 P が大きくなってくると ， さら 
に外注を増やすために ，企業 S は新たに人員を 

採用したり，工場を 新設したりせさるをえなく 
なり，急激に 製造費用が高まることになる・ こ 

こでは， B と P との関係を次の 簡単な二次関 

数で近似できると 仮定する，すなわち ， 

B 二み P2 く 4) 

であ る． さらに，外注先の 製造費用の大きさを 

左右する唯一のパラメータみは ，図 2 のように， 

図 2  a と b の関係 

b 

老 ト二月 ( Ⅰ 一 d Ⅰ ' Ⅰ 5) 

によって定まるとする   したがって， (4) 式 

は 

B 二月し一 め 2P2 
く 6) 

と表せる ( 図 3 参照 ). 

ここで， p は外注先の製造効率を 表す定数で ， 

他の条件が同じであ る限り， この値が小さいほ 

ど製造費用は 低くなる・ ただし 

27   (7) 

を 仮定する． p の値が十分小さい ( 外注先の製 

造効率が非常に 高 い ) 場合には，全く 内製せず， 

すべてを外注に 回すことが企業 A にとって有利 

となろ う が， その ょう な状況は特異であ る・ 逆 

に ， タの 値が十分大きい ( 外注先の製造効率が 

非常に低い ) 場合には，すべて 木製することが 

企業 A にとって有利となろうが ，現状維持が 自 

明であ って，興味あ るケースではない・ ここで 

は， これら両極端を 分析対象とはせず ，外注 と 

いうオプシ ，ンも 十分に代替 案 となりうる外注 

一内装拮抗状態を 仮定する． 

図 3  P と Q,B との関係 

Q,B 
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巴は覚注 先 であ る企業 S における費用削減投 

資の水準を表す・ 先ず，この値が 0, すなわち 

企業 S が格別の費用削減の 努力を行わないとし 

ょう・ この場合， (5) 式は 

b==?c2 L5l Ⅰ 

となる・ 。 は外注先の製造費用を 特徴づける重 

要な ( 確率的 ) パラメータであ り， 

，コ 1 
Ⅰ 8) 

と 仮定する・ (5 り 式と (8) 式 より， み 二 % であ 

るから， ガは みの下限を定めるパラメータで 

もあ る． 

一方， 企業 S が正の費用削減投資はを 行え 

ば， その見返りとして h の値が減少すると 想 

定 されている．すなわち ，特定の工程における 

費用削減努力ではなく ，企業 S が担当するすべ 

てのⅠ程に共通に 効果があ る投資， あ るいは他 

の工程に簡単に 転用できる費用削減努力が 念頭 

に 置かれる・そして ，投資に関する 通常の仮定 

に従い， 費用削減投資Ⅱの 限界的効果は 逓減 

的であ るとし ク と う の関係は (5) 式のような 

単純な二次関数と 仮定する， このとき， 費用 削 

減 投資乙の限界的効果 MR は 

ME 二 2p(c 一め L9 ヵ 

となるが， この値が負とならないためには ， 「 

一切は非 負 でなければならない． したがって ， 

はの範囲は 

0 ミれ二ミⅠ (10) 

に 限定される． また， (9) 式 より，費用削減投 

資 a が大きくなるにつれ ，その限界的効果は 小 

さくなることは 明らかであ る． 

さて，以上のような 企業 A と企業 S の製造費 

用構造を双提に ， 両 企業間における 契約を企業 

A の問題として 定式化していくことにしよう． 

その際 ， ①契約の締結から 履行までの経過，② 

両 企業間での情報上での 差異， とりわけ，企業 

A が企業 S の製造費用に 関する情報をどこまで 

把握できるか ， を明確にしておかなければなら 

ない．先ず，契約に 関する時間自 り 経過について 

は，基本的に 次の 3 段階を区別することにする． 

第 1 段階 : コンティンジェント 契約を締結す 

る． 

第 2 段階 : 確率的パラメータ 。 の実現 値 を観 

測し必要に応じ 報告する．契約内容を 

確定する． 

第 3 段階 : 契約を履行する． 

第 1 段階の契約締結時点では ，企業 S の製造費 

用を特徴づける 確率由 り パラメータ c の 実現 値 は 

わかっていない．企業 S でもあ る程度の調査期 

間を要しないと ， c の正確な値はつかめな い ・ 

ただし，その 確率分布はわかって おド ), 両 企業 

間で不一致はないとする・ したがって，締結さ 

れる契約はコンティンジェント 契約の形態をと 

らざるを得ない． ここで注目する 契約内容は， 

企業 S に外注する工程 月 ，企業 S の費用削減投 

資の水準 a, 企業 A が企業 S に支払うインセン 

ティブないしマージン t { 企業 S の製造費用 B 

を越える支払い ) などであ り，企業 A がこれを 

提示し，企業 S が受け入れ可否を 決定する・第 

2 段階では，確率的パラメータⅠの 実現 値 を受 

けて，第 1 段階のコンテンジェント 契約が確定 

契約に変わる．実際の 投資，製造，取引等が 行 

われるのは第 3 段階であ る． この段階で契約不 

履行が判明した 場合には， 禁止的な ぺ ナルテ 

ィーが課されるとしよう． 

両 企業間での情報上の 差異は様々な 側面で生 

じ ぅ るが， ここでは，企業 S の製造費用に 関す 

る情報の偏在に 焦点を当てよう．先ず ，企業 S 

の製造費用が (6) 式で与えられることは 両 企業 

とも知っているとしよう． 外注率 P について 

は外注契約の 根幹であ り， 両 企業 A と企業 S で 

  情報に差が生ずるような 性質のものではない   

また，外注先の 製造効率を表す p については。 
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これまでの評判等から 企業 A にも観測可能であ 

るとする・ ところが，企業 S の製造費用を 特徴 

づける確率的パラメータ 亡 の実現値を観測した 

り，費用削減投資 a を行うのは企業 S であ る． 

したがって， この 2 つについては ，企業 A は 企 

業 S に比して情報上不利な 立場に陥りやすい． 

そこで，第 2 段階において ，企業 A が確率的パ 

ラメータ。 の実現 値 および費用削減投資ほを 観 

測できる場合と 観測できない 場合について ， そ 

れぞれ分析を 試みることにする・ 以下では，前 

者の場合を ( ィ ) 対称情報の場合，後者の 場合 

を ( ロ ) 非対称情報の 場合と呼んで い る． 

( ィ ) 対称情報の場合には ，第 2 段階におい 

て，確率的パラメータ。 の実現値 な両 企業とも 

知ることができるので ， 第 1 段階で結ばれる 契 

約はこの，を 条件としたコンティンジェント 契 

約となる・この 契約は企業 S に外注する工程 P 

(.) あ るいは企業 A が 内 製する工程 Q(.), 企 

業 S の費用削減投資 a(.), 企業 S に支払う 

マージンパ・ ) 03 つの関数によって 特徴づけ 

られる． 

( ロ ) の場合であ っても，第 3 段階において 

事後的には，企業 S の製造費用 B の 値 ，あ る 

ぃは ，確率的パラメータ C の実現値から 企業 S 

の費用削減投資乙を 控除したものについては 

企業 A も観測できるとしこのことを 企業 S も 

浮 K 矢口しているとする・ しかしこれらの 値を条 

件 としたコンティンジェント 契約では，第 2 段 

階で契約内容を 確定させることができない． も 

ちろん，確率的パラメ 一タ c を 条ィ牛 としたコン 

ティンジェント 契約も考えることができない． 

そこで，契約の 中に，第 2 段階において 企業 S 

が 企業 A に対して確率的パラメータ C の実現値 

を報告することを 盛り込み，その 報告 値 どを条 

件としたコンティンジェント 契約 Q(.), ㎡・ ), 

パ ・ ) を 結ぶことを考えてみよう． 

虚偽の報告をしたことが 立証された場合には ， 

多大のぺナルティが 課されるとしても ，一般に 

は，企業 S が真の実現 値 をそのまま報告すると 

いう保証はない・それは ，企業 A が実際には 観 

測 することのできない 企業 S の費用削減投資水 

準 a(.) が契約に含まれていることに 起因する． 
仮に真の実現 値 より高めの報告したとしても ， 

それと同じ 額 だけ費用削減投資水準を 契約によ 

って規定される 値 より減ずれば ，事後的に製造 

費用 B が知られても 虚偽の報告をしたことは 判 

明しない． 

いま，企業 S が真の実現 値 。 を観察し企業 

A に対してどの 報告をしたときに 企業 S が選択 

する費用削減投資を "( め ．としょう・どが 虚偽 

の 報告であ ったとしても ， 

り ( イ二， d= ほ U め一 Ⅰで 一 め 
て 11) 

の水準の費用削減投資をすれば ，このことが 事 

後的にも判明しない・ 契約次第によっては ，虚 

偽の報告をすることが 企業 S にとって有利とな 

ることも考えられよう． また，企業 S が真の報 

告を行ったときに 選択する費用削減投資の 水準 

は ， 常に (11) 式を満足する． 

他方，企業 S は企業 A の製造費用について 何 

ら情報を持っていなくても 構わない． 

これまでの記述から ， ここでの外注契約の 時 

間 的経過を ( イ ) 対称情報の場合と ( ロ ) 対称 

情報の場合に 分けて整理すれば ，表 1 のように 

なる． 

危険に対する 態度については ，企業 A が危険 

中立的であ るのに対して ，企業 S は危険回避的 

で，その効用関数 び りは 

u(x)=  一 e ヱ戸 ( 一ロ カ (12) 

で 与えられると 仮定する・ただし 0 は正の定 

数であ る・企業 S が企業 A から提示された 契約 

を受け入れるのは ，期待効用の 値が留保効用水 

準ひ三一。 ェ パー a6) 以上の場合であ る・企業 

A は ， 自らと企業 S の効用関数および ひやタ 

の値をを知っているとする． 

以上の仮定の 下，企業 A にとっての第 1 段階 

における契約締結問題は 次のような期待費用量 
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表 1  外注契約の時間的経過 

( イ ) 対称，情報の 場合 ( ロ ㌧ ド 対称情報の場合 

第 lP 支階 Ⅰを条件 - としたコンチ イ ンジェント契約 どを条件 - としたコンディンジェント 契約 
Q  (.),  a  (.),  パ ・ ) Q  (.) 。 び (.), ｜ ( ) 

第 2 段階 前企業が ，を 観測 企業 S が。 を観測。 企業 A にどを報告 
Q  ( パ，ぱ ( パ， パど Q  ( ㈹ ，び ( ど ),  z( ど ) 

第 3 段階 Q 目 ， ぱ Ⅱ，パパが履 ィ - テ <2 げ， ㎡ ど，ガ ． z ㈹が履行 

小 化問題に定式化されよう． 

( イ ) 対称情報の場合 

最適化すべき 目的関数は企業 A にとっての総 

費用 ( 内装費用土覚注先への 支払い ) の期待値 

E¥Q+B+d 二 E[Q(c) 十月に一ク し )@2 

{l 一 Q  (c)t2 千 f(d  ] (13 Ⅰ 

であ り， これを最小にする C の関数 Q(.), a 

(.), パ ・ ) を見つければ よい ・ただし制約条 

件として，企業 S の期待効用が 留保効用水準を 

上回らなければならない．企業 S にとっての利 

得は企業 A から支払われるインセシティブⅠか 

ら費用削減投資 乙を 除いたものであ るから， 

満たすべき条件は 

E ロ ゼ ゆト 0@(t(C) 一 Ⅱ。 )t]] 三一 6% Ⅰ 06) 

(14) 

と 表される． 

( ロ ) 非対称情報の 場合 

企業 S が虚偽の報告をする 可能性があ るとは 

いえ，顕示原理 (,evelationprincip,l 。 ) から， 

企業 S に確率白 9 パラメータ。 の真の実現値を 報 

告させるような 契約のクラスに 限って求めた 部 

分最適 解 が全体最適性をも 満たす契約となるこ 

とがわかっている・ したがって， ここでも企業 

S に真実の報告を 動機づける契約のみを 考える 

ことにしよう・そのような 契約は，以下の 条件 

を満たさなければならない・すなわち ，任意に 

選んだあ る c ( 真の実現 値 ) に 

対して レ三 1), 

Ⅰ ( わ 一色 ( めニ Ⅰ (c) 一口 ( イ ㌔ め 口 5 Ⅰ 

がいかなる報告 値ど ( ど垂 1) に対しても成立す 

ることが必要であ る・ (15) 式の左辺は，企業 S 

が企業 A に対して実現 値 。 を正しく報告したと 

きに契約履行後得られる 企業 S の利得であ り， 

これがいかなる 報告によって 得られる企業 S の 

利得ょり小さくはならないことを 保証する条件 

式が (15) 式であ る．契約がこの 条件を満たす 限 

り，企業 S にとって敢えて 虚偽の報告をする イ 

ンセンティブはなくなる． 企業 S が必ず真実の 

報告をすることが 保証されれば ，後は (14) 式を 

もう一つの制約条件として ， け 3) 式を最小にす 

る。 の関数 Q(.), ㎡・ ), t(.) を見つけてやれ 
ば よい ． これが第 1 段階で企業 A が提示すべき 

どを条件としたコンティンジェント 契約となる． 

3. 最適政策の分析 

確率的パラメータ。 の確率密度関数と 分布 関 

致 そそれぞれ パみ ，パカ とする・ ここで， c 

は 1 以上のすべての 実数をとり ぅ るが， その範 

囲を 2 つの集合 C 二 @cl 最適契約において ， Q 

㈲ く 1@ および c, 二に l 最適契約において ， Q 

同工 1t に分類しておく ， 

以下， ( イ ) 対称情報の場合と ( ロ ) 非対称 

， 清 報の場合における 企業 A にとっての最適契約 

をそれぞれ求めていくことにしよう ， 
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( ィ ) 対称情報の場合 

最適契約においては ，企業 A が満たすべき 制 

約条件 式 (14) 式は等式で成立する ，すなわち， 

この制約条件は 拘束的であ ることは明らかであ 

る・ もし最適契約において (14) 式が厳密な不 

等号で成立すると 仮定すれば， この制約条件に 

反することなく ，あ る適当な範囲の C に対して 

マージン t(c) の値をわずかに 減少させること 

ができ， このことによって 企業 A の期待総費用 

は 減少するからであ る． また，企業 A は危険中 

立的で，企業 S は危険回避的であ るため，企業 

A は確率的パラメータ。 から生ずるリスクをす 

べて負担することによって ， リスク・プレミア 

ム 分 だけ企業 S への期待支払 額 ， したがって 企 

業 A の期待総費用を 減少させることができる． 

よって，最適契約においては ，いかなる C に ヌ す 

しても，企業 S の効用水準は 等しくなる．つま 

り，任意のぞに 対して，最適契約は 

Ⅰ く ⅠⅠ一 % 已てめ 二日 (16) 

を 満足することになる． 

さて， Ⅰ C,, すなわち，最適契約において 

Q ㈲ 二 1 のときには，企業 A がすべて 内 製し， 

企業 S に外注する工程は 全くな い ・ したがって， 

企業 A の総費用は (13) 式と (16) 式よ り， 1 + 

t(C) 二 1 千乙 ㈲十日となり ，これを最小化する 

t(c) とパ めを求めれば よい ・ (10) 式よ り ， 

㎡ め二 0 ， t(c) 二タ がこのときの 最適契約を構 

成する・ よって，企業 A の総費用 (Q+B+ め 

は ceC, の値に関わらず ， 1 千タ となる． 

Ⅱ C, すなわち，最適契約において Q ㈹ く 

1 の場合には，企業 S にいくらかの 工程を外注 

することが望ましい・ 企業 A にとっての最適契 

約を特徴づけるために ，次のハミルトニアンを 

導入する   
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と 表され， c の単調増加関数となる．一方，企 

業 S に対して全く 外注しない場合の 企業 A の総 

費用は 1 千 タ であ った・ したがって， (22) 式の 

値が 1 中タよりも小さくなるようなすべてのⅠ 

が C 二 {c l 最適契約において ， Q ㈲ く 1@ を 構 

成する要素となる・すなわち ，任意の ceC に 

対して， 1 一 (3/2)(2 鍔田 /3 十片 タく 1+6, 

よって ， ㎡ (3/2 Ⅱ 2 戸 )-1 邦が成立しなければ 

ならない・ 戸 (3/2)(2%)-1/3 とおけば， (7) 
犬ょ り 1 く末 3/2 であ り， (8) 式に注意すれば ， 

C 二 @cl l%  C く石 @,  C,=  {cl c 三百 @  (23) 

となることが 示された． ここで，外注一内製の 

境界 点 這の定義から ，這の値は タ の値が大きい 

ほど ( 企業 5 の製造効率が 悪いほど ) 小さくな 

ることに留意すべきであ る． 

以上から， ( イ ) 対称情報の場合における 企 

業 A の最適契約は 表 2 のようにまとめることが 

できる． 

外注率 P は l-Q であ るから，最適内装 率 Q 
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表 2  対称情報 下 における最適契約 表すパラメ一夕 P のみによって 定まり， (7) 

契約変数 1 ニ姉。 くどのとき 。 : 垂 どのとき 

円型 率 
1 一 (2P)-1/3 二 Q* 

Q{c) 
  

費用削減 

投資水準 Ⅰ --(2 クリ   '/' O 

攻 ( Ⅰ ) 

マ - ジン 

Ⅰ ( ⅠⅠ 
Ⅰ --(2/?) 一 73 十日 りひ 
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と 書くことができる． 

最適契約においては ， いずれの契約変数もち 

ょうどⅠがどのときに 不連続な変化を 示しそ 
れ以上の C に対しては一定の 値をとり続ける． 

どを境界として ，最適契約の 構造が大きく 変化 

しているのであ る． この構造変化 は 部分外注か 

ら完全円製への 購入一内 製 政策のシフトによっ 

て引き起こされ ，費用削減投資水準および マ 一 

- ジンの不連続な 変化に結びついている．特に 注 

目 すべきことは ，部分外注する 場合の最適外注 

率 ( 内装 率 ) が確率的パラメータ。 の値には依 

存せず，一定値が (Q") となることであ る． 

よって，最適外注一内装政策は 次の命題に示す 

ような単純な 二 個 ルールで表される     

命題 1 . 対称情報 下 における企業 A の最適購入 

一内装政策は ，外注先の製造費用を 特徴づける 

確率的パラメータ。 があ る水準までは 一定割合 

を外注に回すが ，。 がその水準以上．の 場合には 

すべて 内 製するという オ ン・ オ フ方式に従 う， 

また， P"(Q") の値は覚注先の 製造効率を 

" 式 より 1 以下 (0 以上 ) であ る・そして， 俘の 

値が大きくなるほど ，すなわち，企業 S の製造 

効率が悪くなるほど ， P"(Q") は逓増的に減 

少し ( 逓減的に増加し ), 次第に 0 (1) へと近 

づいていく． なぜなら， 
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だからであ る・ よって ， 

ィ 25) 

命題 2. 対称情報 下 における部分外注率は 外注 

先の製造効率が 良くなるにつれ ，逓増的に増加 

する． 

部分外注が行われる 場合の最適費用削減投資 

" ㈹は，確率的パラメータ。 の線形増加関数 

であ る・ 。 が増加すれば ， ちょうどその 分だけ 

費用削減投資も 増やして，両者の 差を外注率 

Ⅰ定植Ⅰに保つことが 最適政策となる．表 2 

より， 1% 。 く 這のとき， 

C 一口 億 }=  (2 戸 )   1/.3 二 P" L26 Ⅰ 

となるからであ る・ このときの企業 S の製造費 

用 B は， 

B 二 pP*2p*2 二 p*/2 (27 Ⅰ 

となり，企業 A がこの工程を 内製する場合の 製 

造費用の半分に 削減されることになる． ところ 

が， 。 が迂に達すると 同時に，最適費用削減投 

資の水準は 0 ヘ カタストロフィッ ク に低下する   

命題 3. 対称情報 下 における最適費用削減投資 

は，部分外注が 行われるときには 外注先の製造 

費用が内装費用の 半分となる 2 3 に確率的パラ 

メータ c の線形増加関数となるが ，完全円 製の 

場合には 0 に固定される   
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最適マージンⅠ㈲は ， 常に最適費用削減投 

資水準 " ㈲に タ だけを加えた 値となるので ， 
1 圭 。 く 這のときには ，。 一 t(C が一定値 P" 一タ 

となるような。 の線形増加関数であ るが，。 が 

這に達すると タ へと不連続に 低下する． 

命題 4. 対称情報 下 における最適マージンは ， 

最適費用削減投資よりも 常に タ だけ高くなる． 

部分外注が行われる 場合には，確率的パラメー 

タ。 との差が一定となる ，の線形増加関数とな 

るが，完全円製の 場合には タ に固定される・ 

以上の各命題は ， ，の 任意の確率分布に 対し 

て成立することを 注意しておく． 

( ロ ) 非対称情報の 場合 

( ィ ) 対称情報の場合と 同様の理由から ，最 

適契約においては ，企業 A が満たすべき 制約条 

件 式 (14) 式は等式で成立する ，すなわち， こ 

の制約条件は 拘束的であ ることは明らかであ る   

さて，確率的パラメータⅠに 関する企業 S の 

報告 値どが ㏄ じ すなわち，最適契約におい 

て Q( め二 1 を 満たすときには ，企業 A がすべ 

て 内 製し企業 S には外注しない・ したがって ， 

企業 S の費用削減投資は 全く効果を持たないた 

め，企業 S に提示する最適費用削減投資 乙 ㈲ 

は 0 となる． したがって ， 真の。 が 1 以上のど 

のような値であ っても，企業 S が選択する費用 

削減投資 乙 ば り も 0 となる・ なぜなら，企業 

S が虚偽の報告をしたとしてもそれが 判明する 

ことはないからであ る・ また，企業 A は危険中 

立的，企業 S は危険回避的であ るので， この場 

合の最適マージン t(c) は何らかの一定値 (tl) 

となる． 

以上のことを 念頭に置いて ，企業 s に真実の 

報告を促す ( 虚偽の報告をする 積極的インセン 

ティブを与えることのな い ) 契約が満たすべき 

条件を導出しょう．その 条件とは，任意に 選ん 

だあ る c ( 真の実現 値 ) と任意のどしの 報告 

値 ) に対して， (15) 式が成立することであ った   

。 とどのとりうる 値の組み合わせとしては ，次 

のような 4 つの場合が考えられ ，すべての場合 

について (15) 式が成立しなければならない． 

① cEC であ り，かつ 任 C の場合 

この場合には ，企業 S への外注が行われる． 

虚偽の報告をしてもそれが 判明しないように ， 

企業 5 は (11) 式を満足する 費用削減投資水準を 

選択しなければならない． したがって， (15) 

式は ， t ㈲一口㈲ 垂 Ⅰ㈲一ね㈲ 一 ( 什桝 ，すな 

わち， f ㈲ 十 t Ⅰ a( 小室Ⅰ㈲ 十堵一 a( 桝と 書き 

換えられる． これが任意に 選んだⅠ C と任意 

の任 C について成立するためには ，任意の 
㌍ C について， 

t(d 十に 一 a( め t 三 % ( 一定値 ) (28) 

でなければならない．関数 t(.), a(.) を 規定 

するこの条件は ，「任意のだ C は ついて， 

t(C)+  { 。 一 " ㎝二め ( 一定 僻 (28') 

でなければならない」と 表現しても形式的には 

同値であ る， 

② cEC であ り，かっ㌍ C, の場合 

cEC であ るから， t ㈲，㎡めは (28,) 式を満 

足しなければならない．一方， 蕉 C, のときに 

は， Ⅱ め二 tl, d ば り二 0 であ る・ したがって， 

(15) 式は 

め一 C  三 % (29) 

となる． これが任意のⅡ C について成立しな 

ければならない． 

③Ⅱ C, であ り，かっⅡ C の場合 

Ⅱ C, のときには， t ㈲三 %, a け二 0 であ る・ 

他方， 蕉 C であ るから， t{C), a ㊤は (28) 式 
を 満足しなければならない． また，企業 S への 

外注が行われるため ，虚偽の報告をしてもそれ 

が判明しないように ，企業 5 は (11) 式を満足す 

る費用削減投資水準を 選択しなければならない． 
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したがって， (15) 式は 

fl 三パ め -- ia( め --( で -- め t 二三め -- Ⅰ く 30) 

となる． これが任意の < 。 e C, ほ ついて成立しな 

ければならない． 

④ だ C, であ り，かっ cEC, の場合 

Ⅰ C, のとき， Z(C} 二 tl, a ㈹ 二 0 ， ユ C, のと 

き， t( 乙 三 %, d はヵ二 0 であ るから， (15) 式 

は 常に成立する． 

さて，任意のⅠ C に対して (29) 式 ，任意の 

reC, に対して (30) 式が成立しなければならな 

いから， 

ゑ三 わ 一ぬ (31) 

とおけば， この値を境界 値 として確率的パラ 

メータ C の領域は 

C 二目最適契約において ， Q( ガく 1t 

二 @c  @  l 集Ⅰく円 ， (32D 

C, 二目最適契約において ， Q( わ =1t 

二 %l 。 三 % (33 り 

に二分される． ただしゑ %1 とする． た く 1 の 

ときには， c のすべての領域が (, 。 ，となるが， 

これはを 二 1 の場合と実質的に 同等であ る． 

これらの 4 つの場合の分析を 整理し真実の 

報告を促す条件を 次の補題としてまとめておく   

補題 1 . 企業 S に真実の報告を 動機づける ( 虚 

偽の報告をする 積極的インセンティブを 与える 

ことのない ) 契約の条件は ， 

1% どくるのとき ， パ構二 tl 十た - に --% 佗 )t 

(34) 

どニあ のとき， パめ二 tl (35) 

と 表される   

ここでは，補題 1  の (34) 式と (35) 式で示され 

た 条件が成立すれば ，いかなる場合にも 企業 S 

は真の実現値を 正しく報告すると 考えよう．す 

なわち，任意のそについて ， ど = 。 ( 真の実現 

値 ) となると仮定する ， しからば，。 とどを敢 

えて区別する 必要はなくなり ，補題 1 の真実の 

報告を導くための 条件は ， 

1 三ミ む くんのとき， 亡 ( め二 fl 士ゐ一に一仁㈲ t 

(34, Ⅰ 

。 垂るのとき， t め 二打 (35 ， ) 

と 表現できる．ただし ここでの C は，企業 S 

からの報告 値 が真の実現 値 と一致していること 

を意味している． 

(34,) 式と (35,) 式を用いれば ， ( ロ ) ョ卜ヌ寸称 情 

報の場合の問題は ， 
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を 最小にする。 の関数 Q(.), a ト ), および fl, 

々を見い出すことと 書き直すことができる・ さ 

らに・制約条件 (36) 式を f1 について解けば ， 

Zl 二 fl( 用 二伊十 (1/0)Zo Ⅱ 9( め十 {l 一 F( 引 ] 

(38) 
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であ る， ここで (38) 式を目的関数 (37) 式に代人 

すれば，問題は ， 

/: ㎏ ( め +  p  に一口㈹ @2{1 一 Q  ( 訓 2 十力 ( 目 
十 k 一に一口㈲Ⅱ パ め み 
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十 Ⅰ 丁 @l+tl( め @/(d みⅠ (40) 

を 最小にする，の 関数 Q(.), a(. Ⅰ，および ゐ 

を見つけることになる． 

だ C, すなわち， 1%, く ん の場合の最適円型 

率 と最適費用削減投資を 特徴づけるには ， 
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パめ = 巧 (A) 十点 一 (2p) 一リ 3 (45 り 

と， 。 には依存しないあ る一定値をとらなけれ 

ばならないことがわかる・ これらを (40) 式に 

代入すると，企業 A の期待総費用 E ㎏ +B 十 

めは， 

E[Q 十 B 十円二は 一め F( 々  ) 十 1 十力 ( 々 )  (46) 

と 書き直せる・ これを最小化する々にの 値を 

r** と 書く ) は ，向点 解 (1 くんくの ) を仮定す 
れば，次の式を 満足しなければならない． 
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ここで， 1 人むくるのときには ， e. ヱ戸 @  ロ ( ん一 

c)@ く 1 であ るから， 9( んく F( 目 となる・よっ 

て， (47) 式の右辺は負 値 となり， た く乙なる 関 

表 3  非対称情報 下 における最適契約 

ぼ 三 % ム ** 
契約変数 Ⅰ垂でくん むむ のとき 

のとき 

内装 率 
1 一 (2 月 )- Ⅴ 3 二 Q* 

Q(c) 
1 

費用削減 
投資水準 ヒ デ ー (2/? Ⅰ 一 '/' 0 

a  (c) 

マーン ン 

Ⅰ ( 婬 ) 
巧はむむ Ⅰ 十 k**  一 (2P  )   1/3  軌は むむ ) 

係 が成立する・ また，最適 解 がん 二 1 ( 端点解 ) 

であ る場合も， (7) 式 より 1 く 乙であ ったから， 

A くどを満足する． よって， 

命題 5. 企業 A が部分外注から 完全円 製 へと 切 

り 替える c の境界 点は ，対称情報の 場合に比べ， 

非対称情報の 場合の方が小さく ，部分外注を 採 

用する基準がょり 厳しくなる． 

また， (47) 式からも明らかな よう に ， た の最 

適 個 々 "" は タ の値だけでなく ，。 の確率分布に 

も依存する． したがって，この々 ** の値 と連動 

して決定される 最適マージント 定植 ) も ， p 

および。 の確率分布に 依存することになる． 

非ヌす称 情報の場合における 企業 A の最適契約 

をまとめたものが 表 3 であ る． 非対称情報の 場 

合にも，確率自 り パラメータ C に関する企業 S の 

報告 ビ のあ る植ゐ "" を境界として ，企業 A にと 

っての最適契約の 構造が大きく 変化する．既に 

命題 5 に示されているように ， この境界値は 対 

称情報の場合のⅠの 境界 値 ことは異なるものの ， 

いずれも部分外注と 完全円製の間の 政策転換を 

示すものであ り， これらの境界 値 以上の値が観 

測 ， あ るいは報告されるときには ，すべての工 

程を内製し続けることが 企業 A にとって最適と も な る さ に， 最適内装 率 Q(.) および最適 費 

用 削減投資水準㎡・ ) の形式は対称情報の 場合 

と 全く同様であ り， この 雨 契約変数については ， 
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情報が非対称であ ることの影響をあ まり強く受 

けていない． 内 製革と費用削減投資に 関する最 

適契約は情報の 対称性Ⅰ非対称性どは 基本的に 

独立であ り，普遍性ないしロバスト・ ネス が大き 

いものと考えられる． 

したがって，対称情報下で 導かれた命題 1 か 

ら命題 3 は，非対称情報の 場合にも・同様に 成立 

する． これらをまとめて 示しておく． 

命題 6 

①非対称情報 下 における企業 A の最適購入一内 

装政策も ， 次のような簡単な 二個ルールに 従 

う．すなわち ，外注先の製造費用を 特徴づけ 

る確率的パラメータ。 の報告 値 どがあ る 水 

準 々 目 までは一定割合 ( 対称情報の場合と 全 

く同じ割合 ) を外注に回しそれ 以上の場合 

にはすべて 内 製するというオン・オフ 方式に 

従う． このときの部分外注率も ， 当然， 外 

注 先の製造効率が 良くなるに つ れ，，逓増的に 

増加する． 

②非対称情報 下 における最適費用削減投資は ， 

部分外注が行われるときには 外注先の製造費 

用が内装費用の 半分となる よう に確率的パラ 

メータぞの報告 値 どの線形増加関数となる 

が，完全円製の 場合には 0 に固定．される ， 

一万，最適マージンに 対しては，非対称 情 - 報 

の 存在が重要なインパクトを 及ぼしている ，企 

業 S に真実の報告を 動機づけるために ，対称情 

報の場合とは 定性的に異なる 契約が選択されな 

ければならない．表 3 に見られる よう に。 最適 

マージンは外注一内製の 境界 値ん *" に強く 依存 

している． この結果は，企業 S に対して留保効 

用を保証しっ つ ，真実の報告を 動機づける ( 少 

なくとも，虚偽の 報告をする積極的なインセン 

ティブを与えない ) という 2 つの制約条件を ， 

マージンと外注一内製の 境界点を適宜調整する 

ことによって 満足させることが ， 企業 A にとっ 

て最適であ ることを意味している． 

  最適マージンに 関して特に注目す ， べきことは， 

企業 S に部分外注する 場合においても ，確率的 

パラメー タ 。 の報告 値 どには依存せず ， - 定値 

け /,** Ⅰ 十 A むむ一 P*) となることであ る・ 

㍗ * 主 1, がく 1 であ るから， この値は完全円 

製の場合の最適マージン ゎ は **) よりも大き 

くなる．最適マージンは 最適円型率ないし 最適 

外注率と類似の 単純な二 個 ルールで表される・ 

命題 7. 非対称，情報 下 における最適マージンは ， 

部分外注が行われる 場合でも完全円製の 場合で 

も，それぞれどの 値に依存しない 一定値となる 

が，その水準は 費用削減投資が 行われる部分覚 

注の場合の方が よ り高くなる・ 

4. 結論と展望 

本稿では，あ る製造企業がこれまで 一貫 内 製 

してきた工程の 一部を外注することを 念頭にお 

き ， 外注一内装政策を 分析するエージェン 

、 ン一 ・モデルを検討してきた． この製造企業と 

外注先の間で 取り交わされる 契約は，外注率ま 

たは内装 率 ，外注先の費用削減投資の 水準，そ 

れに対応したマージンの 3 項目から構成される   

製造企業が外注先の 費用に関する 情報を観測で 

きる場合 ( 対称情報の場合 ) には，外注先に 留 

保効用水準を 保証することを 制約条件として 期 

待費用を最小化する 最適契約を見つければ よい   

一方， この製造企業が 外注先の費用情報を 観測 

できない場合 ( 非対称情報の 場合 ) には，外注 

先による製造費用の 報告に基づく 契約を考えな 

ければならなくなり ，真の報告を 動機づける制 

約条件が加わることになる． 

表 2 と表 3 に示された結果から 特に注意すべ 

きは，対称情報の 場合と非対称情報の 場合にお 

いてそれぞれ 導出された最適契約に 類似性が見 

られることであ る． とりわけ，外注率および 費 

用 削減投資はいずれの 場合であ っても定性的に 

は同等で，比較的簡単なコントロールを 実施す 

ればよいことが 分かる．外注率については 費用 

情報またはその 報告 値 に依存してあ る一定の外 
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注 率から 0 へと不連続に 変化させることが 望ま 

しい・部分外注するときには ，外注先の製造費 
用が常に内装時の 製造費用の半分となる よう に 

費用削減投資の 水準をコントロールすればよ い   

一方，対称情報の 場合と非対称情報の 場合の相 

違は，完全円製から 部分外注への 転換点と外注 

先へのマージンに 現れる． 完全円製から 部分外 

注への転換点は 非対称情報の 場合の方が よ り小 

さく，それだけ 部分外注の範囲が 狭められるこ 

とになる・外注先へのマージンは ，対称情報の 

場合には費用削減投資に タ だけを加えたもの ， 

非対称情報の 場合には費用情報の 確率分布に依 

存するとはいえ ，三個関数となる．最適契約が 

このように簡単な 形で記述できた 背後には，い 

ろいろな単純化の 仮定が存在している． 

G,ossman 二 Hart(1986) も指摘しているよう 

に，外注一内装政策あ るいは垂直統合の 程度の 

選択は，元来，非常に 複雑な戦略的意思決定で 

あ り，いくつかの 点で上記モデルの 修正が示唆 

されるであ ろう． 

第 1 に，外注先の 製造費用が確率的パラメー 

タ c, 費用削減投資水準 0, 外注率 ア それぞれ 

について二次となっているという 想定であ る． 

最適 内製 卒や ( 非対称情報 下 における ) 最適 
マージンが二個関数となるのはこの 仮定のため 

であ る． より一般的関数型を 想定すれば，最適 

契約も確率的パラメータ C やその報告 値 どに 依 

存していろいろな 値をとるものに 変わるはずで 

あ る． もっとも，多くの 場合に二次関数で 相当 

程度近似できるのであ れば， この問題はあ まり 

深刻にはならないであ ろう． 

第 2 に，外注先の 費用削減投資乙の 効果に 

不確定性を導入することも 考えられるが ， これ 

によって最適契約の 構造に大きな 変化が生じる 

とは考えにくい． 

第 3 に， このモデルでは 内製 工程を外注に 切 

り 替える際に退出障壁はないか ，あ るいは無視 

できるほどに 低いと仮定されている．現実には ， 

Porter(1980) や Harrigan(1985b) が列挙して 

いるような退出障壁が 種々存在するし 

Stucky 二 White(1993) も一旦統合したものを 

分離するのは 至難の業であ ることを強調してい 

る ．少なくとも ，外注への切り 替えに際して 何 

らかの摩擦や 費用が発生し この費用は一般に 

外注率が高 い ほど大きくなる 性格のものであ ろ 

  

第 4 は，取引に固有の 資産の存在が 暗黙 裾 に 

仮定され，継続的取引関係を 前提とした独占的 

契約が想定されていることに 関わる． この 2 3 

な 想定はもちろんそれとして 十分な意義をもっ 

ものと評価されるが ，一方でこれとは 異なる 

様々な取引構造を 思い浮かべることができる． 

例えば，複数の 外注 先 ( 供給業者 ) 間で競争が 

あ るとすれば，モデルにどのような 変化が生ず 

るであ ろうか．外注市場が 完全競争的であ れば， 

タ二 0 とすればよいであ ろうが，寡占的な 競争 

状態では タ が内生変数となるであ ろう・ また， 

外注 先 ( 代理人 ) は 1 社であ るとしても，同様 

の 製品を最終組立する 製造企業 ( 本人 ) が複数 

存在する場合，製造企業間での 共謀が起こる 可 

能性があ るにの代理人の 共謀に伴 う 問題に関 

しては， Bernheim 二 Whinston(1985. 1986) 

や Gal-or(1991) などを参照せよ ). さらに， 

三輪 (1990) の見解に代表されるように ，わが 
国の企業系列における 製造企業と外注先の 関係 

は非協力ゲーム 的なエージェンシ 一関係ではな 

く，あ る種の交渉を 伴った協力関係として 定式 

化すべきであ るという主張もあ る． 

モデルの根幹により 近い部分における 修正の 

可能性として ， さらに 2 つの点を挙げておきた 

り・第 1 は， Demsk ト Sappington(1993) が指 

摘した売り手と 買い手ダブルのモラル・ハザー 

ドの 可能性が存在することが 考えられる．例え 

ば，外注契約によって 取引される所またはサー 

ビスの品質に 関して，買い 手と売り手の 双方が 

違った種類の 私的情報を持ち 合い，それを 機会 

主義的に利用しょうとして 双方ともにモラル・ 

ハザードを起こすことが 考えられる． この場合 

に， フォーマル， インフォーマル な 情報をいか 

に利用すれば ，モラル，ハザードを 回避して， 
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効率的外注契約を 結ぶことができるかが 重要問 

題 となろう   

第 2 は， Shavell (1984) や Ha,t 二 Moo,e 

(1988) が定式化した 不完全契約 ど 再交渉の モ 

デル の適用についてであ る，複雑な契約におい 

ては，事前にすべての 契約内容を規定すること 

はできず，中途でも 違約金を払えば 契約を白紙 

に戻し再交渉することもできる・ ここで，契 

約履行よりも 前に契約当事者が 適切な投資を 行 

えば，取引から 得られる利得をさらに 大きくで 

きるとしても ，そのような 投資を行うインセン 

イ ブは過小とならざるを 得ない． 例えば， 

Ⅲ role(1986), Grossman 二 Hart(1986), Bolton 

=Whinslon(1993) は垂直統合が 事前投資を促 

進する手段となることを 示している．垂直統合 

の事前投資促進効果については ， 未 だ解明され 

ていないことも 多 い ． 

最後に，外注一内装政策および 垂直統合に関 

する実証研究に 関して触れておきたい ， この分 

野においても ，欧米，特に 北米の企業ないし 産 

業に関する実証研究の 蓄積は極めて 豊富であ @0   

枚挙に暇がない ，試みに最近の 10 年以内に公表 

されたものをいくつか 拾ってみよう． 

米国自動車企業の 部品部門 60 を対象に取引費 

用パラダイムを 検討した Wa Ⅲ er 二 Weber 

(1984), 192 米国企業をサンプルとして ，垂直 

統合と企業戦略の 関係を分析した Ha,rigan 

(1985a), 撤退障壁と垂直統合の 関係を扱った 

Ha,,igan(1985b), 垂直統合戦略 ど 競争条件の 

関係を取り上げた Ha,,igan(1986), PIMS の 

SBU に関するデータを 用いて，企業内移転と 

外部調達との 選択、 を説明した Ha ㎡ gan(1985c), 

同じく PIMS の SBU に関するデ - タを使って， 

不確定性の削減および 供給業者からの 報復の脅 

威から後方統合を 説明した MacM Ⅲ an 二 Ham- 

b,ick=Pennings(1986), 組立部門の 100 インプ 

ット をサンプルとして ，取引に固有の 資産が組 

織内での取引費用を 減少させることを 実証した 

W"lk 。 ， 二 Poppo(1991), 116 の垂直統合の 事例 

と統合企業のライバル 企業 1,459 社のデータを 

利用して垂直統合の 利益と市場支配 力 を検討し 

た Chatterjee(1991), ヵナダ ケベック 州 小売ブ 

ラシチャイズ 企業 128 社を対象として ， フラン 

チャイズ企業の 垂直統合を分析した Carney= 

GedajloVic(1991), 米国 25 企業を対象に 垂直 統 

合と リスクとの関連を 取り上げた D,AVen ト 

Ⅲ njtch(1992), 英国製造企業におけるサービ 

ス機能の統合と 分離を扱った O,Fa,,el ト Mof- 

fat 二 mtchens(1993), 米国の 93 製造業をサン 

ブ ルとして， ジョイント・ベンチャ 一の有効性 

を分析した Balakrishnan=Koza(1993), 等々・ 

外注一内装政策や 垂直統合に関するわが 国の 

企業慣行は，企業バループ ，系列関係，下請制 

度など欧米企業とは 相当に異なっており ， 準統 

合 ，学覚注とでも 高 3 べき領域を発展させてき 

た． わが国の製造業の 国際競争力の 一つの源泉 

として， この ょ うな中間組織の 存在がしばしば 

指摘され，注目を 浴びる 中 ， この分野において 

0 日本企業も含めた 実証研究が今後ますます 必 

要となってくるものと 思われる・ 
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